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岡谷市の下水道について 
 

岡谷市の公共下水道事業は、昭和４７年に基本計画を策定し、昭和４９年に

建設工事に着手、昭和５４年１０月の供用開始以来、諏訪湖流域関連公共下水

道の一つとして、都市の健全な発達、公衆衛生の向上に寄与し、あわせて、公

共用水域の保全に資することを目的として整備に努めてまいりました。 

 令和 7 年度末で、全体計画面積１，６３６ha に対し、１，４６０．８６ha 

が整備され、普及率は９９．７％となり、可住地における下水道の整備はほぼ

完了しております。 

その一方で、下水道建設から５０年が経過し、耐用年数５０年を超える老朽

化した下水道施設が増加していくことが明らかであるため、維持管理費や改築

費用の平準化を図り、持続可能な下水道事業を実現していくことが課題となり

ます。 

 

岡谷市の下水道施設について（令和７年度末） 

管路延⻑      ：約２９４㎞ 

マンホール     ：約１２，７００個 

取付桝       ：約２３，７００個 

マンホールポンプ施設：３１か所 

管路の管種と延⻑ 

 陶管      ：約 ９６㎞ 

 塩化ビニル管  ：約 ８８㎞ 

ＦＲＰ管    ：約 ４５㎞ 

 コンクリート管 ：約 ３８㎞ 

ダクタイル鋳鉄管：約  ２㎞ 

更生管     ：約 ２５㎞ 
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管路の種類と延⻑ 

             

 

 

 

 

 

リブ付硬質塩化ビニル管 

 

 

 

 

 

 

 

コンクリート管（約３８㎞） 

 

ダクタイル鋳鉄管（約２㎞） 

塩化ビニル管（約８８㎞） 

 

陶 管（約９６㎞） 

 

ＦＲＰ管（約４５㎞） 
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下水道ストックマネジメント計画 
 

岡谷市では、今後下水道施設の老朽化が進むなか、施設を適切に維持管理し
ていくため、平成２９年度に「岡谷市下水道ストックマネジメント計画」を策
定しました。 

持続可能な下水道機能の確保とライフサイクルコストの低減を目的として、
計画的な点検・調査を実施し、膨⼤な施設の状況を客観的に把握、評価し、⻑
期的な施設の状況を予測しながら、下水道施設を計画的かつ効率的に管理して
いきます。 
 
管路の環境について 
 一般環境下：約２８５㎞ 腐食環境下以外の箇所 
 腐食環境下：約  ９㎞ 段差・落差の⼤きい箇所や圧送管吐出し先部など 
点検・調査の頻度について 

一般環境下：約１９㎞/年 １５年に１回 点検・調査を実施 
腐食環境下：約 ２㎞/年  ５年に１回 点検・調査を実施 

 この結果を基に、健全度を判定し、修繕・改築工事を実施しております。 
これまでの実績 

平成２９年度 岡谷市下水道ストックマネジメント基本計画を策定 
下水道管路点検・調査（エリア１、２） 

平成３０年度 下水道管路点検・調査（エリア３）、管更生工 L＝４４８．６ｍ 
令和 元年度 下水道管路点検・調査（エリア４）、管更生工 L＝７２０．６ｍ、

部分更生工 N＝7 スパン 
令和 ２年度 下水道管路点検・調査（エリア５）、管更生工 L＝２２８．４ｍ 
令和 ３年度 下水道管路点検・調査（エリア６）、管更生工 L＝４５６．２ｍ、

部分更生工 N＝２２スパン 
令和 ４年度 下水道管路点検・調査（エリア７）、管更生工 L＝９６．２ｍ 
令和 5 年度 下水道管路点検・調査（エリア 8）、管更生工 L＝１６０．５ｍ 
令和 6 年度 下水道管路点検・調査（エリア９）、管更生工 L＝３４１．１ｍ 
令和 7 年度 下水道管路点検・調査（エリア１０）、管更生工 Ｌ＝２９３．９ｍ 
 
令和７年度末で、１５エリアのうちエリア１０までの点検・調査が完了し、 

随時、改築修繕工事を進めております。 
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管路施設の「点検」と「調査」について 

 
（点検）施設・設備の状態を把握するとともに、異状の有無を確認すること。 
（調査）施設・設備の健全度評価や予測のため、定量的に劣化の実態や動向を 

確認すること。 
（診断）点検・調査結果を踏まえ、健全度や緊急度を判定すること。 
 
テレビカメラ調査による下水道管路の破損状況 
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管更生工（オメガライナー工法） 

 

管更生工法は、道路を掘削せずに、既
存管の中に新たに管を作る工法です。これにより、耐用年数はリセットされ、
⻑寿命化が図られます。 

 

施工前 映像

 

 

施工前 

施工後 映像

 

 

施工後 
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岡谷市下水道総合地震対策計画 

 
下水道総合地震対策事業は、重要な下水道施設の耐震化を図る「防災」と被

災を想定して被害の最小化を図る「減災」を組み合わせた総合的な地震対策を
推進するための事業制度として、平成２１年度に創設され、岡谷市では平成 
２４年度から事業を実施しております。 
 地域防災計画に位置づけられた施設（防災拠点、避難所、医療機関等）に優
先順位をつけ、流下する下水道施設の耐震化を図るものです。 
 
これまでの経過 
 計画名  岡谷市下水道総合地震対策計画（短期） 
 計画期間 平成２５年度〜平成２９年度 ※平成２８年度完了 
 計画内容 管渠耐震化対策延⻑ Ｌ=１２，７２５m 

（うち管渠耐震補強（管更生）Ｌ=３，０８０ｍ、継手の可とう化 
２２７スパン）マンホール浮上防止 ２４１か所、バイパス管路整備 
Ｌ=２４０ｍ、マンホールトイレシステムの整備 ６施設（５１基） 

 
計画名  岡谷市下水道総合地震対策計画（中期） 

 計画期間 平成２７年度〜令和元年度 
 計画内容 管渠耐震化対策延⻑ Ｌ=４，３６５m 

（うち管渠耐震補強（管更生）Ｌ=３，７８２ｍ、継ぎ手の可とう化
１６８スパン）マンホール浮上防止 ３０か所 

 
計画名  岡谷市下水道総合地震対策計画（⻑期） 

 計画期間 令和２年度〜令和９年度 
 計画内容 管渠耐震化対策延⻑ Ｌ=１０，２２３m 

（うち管渠耐震補強（管更生）Ｌ=８，３９３ｍ、継手の可とう化 
３９１スパン）、マンホール浮上防止 ８３か所 
マンホールトイレシステムの整備 ７施設（５６基） 

 
令和７年度末の短期、中期、⻑期計画を併せた進捗率は、８５．１％となっ

ており、令和９年度末の事業完了を目指しております。 
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マンホールトイレ 
 マンホールトイレとは、災害時に避難所に集まった人が利用するためのもの
で、汚水は下水道に直結する仕組みとなっており、避難者は衛生的に安心して
使用ができます。

 
 

湊小学校 ８基 

 
これまでの実績 

平成２６年度  諏訪広域岡谷消防署（３基） 
平成２７年度  岡谷東部中、岡谷北部中、岡谷南部中（各８基） 
平成２８年度  岡谷市役所、岡谷市⺠病院、岡谷⻄部中（各８基） 
令和 ４年度  岡谷⽥中小学校、⻑地小学校（各８基） 
令和 ５年度  神明小学校、湊小学校（各８基） 
令和 ６年度  小井川小学校（８基） 

今後の予定 
令和 ８年度  川岸小学校（８基） 
令和 ９年度  上の原小学校（８基） 
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雨水渠整備事業 
 

 雨水渠事業は、公共下水道事業認可区域内の雨水による浸水被害の解消を図るため
認可を受けた排水路を、国の補助を受けて整備する事業である。 
 近年の集中豪雨の増加や都市化の進展等に伴い、短時間に⼤量の雨水が流出し、内
水氾濫のリスクが増⼤していることから、雨水渠を整備することにより、氾濫した雨
水を速やかに河川へ放流し、浸水被害の軽減を図ることを目的としている。 
 
【雨水渠幹線整備実績】 
① 関沢幹線 

施工場所：天⻯町一丁目ほか（天⻯川〜動画館通り付近） 
施工年度：昭和 59 年度〜昭和 61 年度 
整備概要：ボックスカルバート 2000×1500 L＝393.3ｍ 
＊中心市街地の溢水対策として実施 

② 小井川幹線 
施工場所：湖畔四丁目ほか（岡谷湖畔公園〜県道岡谷下諏訪線付近） 
施工年度：平成 26 年度〜平成 27 年度、令和 2 年度 
整備概要：ボックスカルバート 1800×1800 L＝157.2ｍ 
＊県道拡幅や局部的な溢水防止対策として実施 

③ 郷⽥幹線 
施工場所：幸町ほか（カノラホール駐車場〜今井新道） 
施工年度：平成 27 年度〜令和元年度、 
整備概要：鉄筋コンクリート管 φ1200ｍｍ L＝315.9ｍ 
＊塚間川流域浸水被害対策プランに基づき整備 

④ 山下幹線 
施工場所：郷⽥一丁目（諏訪信用⾦庫〜県道楢川岡谷線） 
施工年度：令和元年度〜令和 5 年度 
整備概要：鉄筋コンクリート管 φ1200〜1350ｍｍ L＝415.8ｍ 
＊塚間川流域浸水被害対策プランに基づき整備 
 

【雨水出水浸水想定区域図】 
令和 3 年の水防法改正により、浸水対策として雨水渠事業を行う自治体は、想定最

⼤規模降雨に基づく雨水出水浸水想定区域の指定が原則必要となりました。本市では
公共下水道計画区域を対象に、1 時間 147mm の降雨を想定した浸水シミュレーション
を実施し、雨水出水浸水想定区域図を作成し、令和 7 年 7 月 1 日に指定しました。 
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公共下水道官⺠連携推進事業 
 

全国的に下水道事業は、施設の老朽化や人口減少に伴う下水道使用料収入の減少、
深刻な人手・技術者不足という課題に直面しており、これらの課題解決策として、国
は水の官⺠連携（ウォーターＰＰＰ）の導入を推奨している。 

本市においても全国と同様な課題を抱えており、水の官⺠連携（ウォーターＰＰ
Ｐ）の導入を検討した結果、老朽化対策の進捗や職員の負担軽減、一括発注による事
業費削減等の効果があるとともに、導入しない場合は国からの交付⾦が受けられなく
なるため、水の官⺠連携（ウォーターＰＰＰ）の導入が必要であり、導入の検討を始
めている。 

 
○水の官⺠連携（ウォーターPPP）とは・・・ 
令和５年（2023 年）に新たに位置付けられ、水道、工業用水道、下水道分野におい

て、PPP/PFI 手法のうち、より⺠間の運営の自由度が⾼いとされている公共施設等運
営事業（コンセッション方式）と管理・更新一体マネジメント方式（レベル 3.5）の 2
つの手法を総称したもの。上下水道が抱える課題の解決に向けて、多くの地方公共団
体でウォーターPPP の導入検討が始まっている。 

 
○水の官⺠連携（ウォーターPPP）の効果（メリット）・・・ 
⺠間事業者の様々な創意工夫、経営ノウハウ等が発揮できる点が、ウォーターPPP

をはじめとする PPP/PFI の最⼤の特徴となっている。ウォーターPPP は、上下水道
が抱える課題解決の一つの有効な手段であり、また、デジタルや脱炭素、広域化とい
った先進的な取組の実現にあたっても、その活用が期待される。 
 

 











担い手の減少

公共下水道官民連携推進事業（水の官民連携）について
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上下水道事業運営審議会

資料3-6

１、下水道事業が抱える課題

２、従来の発注形態と水の官民連携の発注形態

現在、管路施設の維持管理や修繕、点検調査、更新計画策定、改築更
新工事等は、案件ごとに個別発注していますが、水の官民連携は、個別
発注している業務を、まとめて長期で一括発注する形態。

全国的に下水道事業は、深刻な人手・技術者不足や施設の老朽化、人口
減少に伴う下水道使用料収入の減少という課題に直面している。

カネヒト モノ

施設の老朽化 収入の減少
• 管理運営の人手不足
• 技術力の不足
• 技術継承が困難

• 維持管理や更新に費用
や労力がかかる施設の
増加

• 道路陥没などのおそれ

• 人口減少に伴う料金収
入減少

• 大幅な下水道使用料の
上昇

今後さらに加速

必要な取組

従来の業務形態
〜個別発注〜

これからの業務形態
〜⽔の官⺠連携〜

業者A

修繕
契約期間1年

点検・調査
契約期間1年

地
方
公
共
団
体

維持管理
契約期間1〜3年

地
方
公
共
団
体

一括で発注

維持管理
修繕

点検・調査
計画策定
（改築）

契約期間
(⻑期)

受託者JV

計画策定
契約期間1年

改築
契約期間1年

・職員不足の補完
・民間のノウハウ・創意工夫による事業の効率化
・経営の改善

業者A

業者Ｂ

業者C

業者D

(業者E)

民間による新技術の導入や維持管理の工夫により生み出されたコスト削減分
（プロフィット）を、官民で分配（シェア）する仕組み。

３、水の官民連携要件

企業の参画意欲、地方公共団体の取り組み易さ、スケールメリット、投資効果
の発現、雇用の安定、人材育成等を総合的に勘案し、原則１０年とする。

発注者が求めるサービス水準を明らかにし、事業者が満たすべき水準の詳細を
規定した発注のこと。仕様書発注より性能発注の方が民間の創意工夫が発揮しや
すくなる。

維持管理と更新を一体的に最適化するための方式で、維持管理と改築更新工事
を一体的に実施する「更新実施型」と、更新計画の策定により地方公共団体の更
新を支援する「更新支援型」を基本とする。

①長期契約（原則１０年）

②性能発注

③維持管理と更新の一体マネジメント

④プロフィットシェア

業者B

業者C

業者D

業者E

４、契約方法

本市は、導入可能性調査の結果、老朽化対策の進捗や職員の負担軽減、
一括発注による事業費削減等が見込まれ、導入しない場合は、国からの交
付金が受けられなくなるため、水の官民連携の導入が必要と判断。

⺠間事業者（例：受託者JV）

受託企業 請負企業（例：業者E）

委託契約も可能

維持管理

委託費
(維持管理分)

委託費
(更新支援分)

請負契約

更新計画の作成など

地方公共団体

更新支援

・特徴としては、発注に関係する技術力を地方公共団体に残す。
また、実際に維持管理を実施する⺠間企業等の観点から、より効果的な更新計画案の作
成が期待できる。

契約

契約方法（例：更新支援型）


